Taylorsystem-Rezeption in Deutschland (I) by 大橋 昭一 & Ohashi Shoichi
ドイツにおけるテイラーシステムの導入過程 (I)
その他のタイトル Taylorsystem-Rezeption in Deutschland (I)
著者 大橋 昭一
雑誌名 關西大學商學論集
巻 29
号 4
ページ 341-359
発行年 1984-10-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00020742
関西大学商学論集第加巻第4号 (1984年10月） （341)1 
ドイツにおける
テイラーシステムの導入過程
(I) 
大橋昭一
I まえがき
テイラーシステムは，前世紀末から今世紀初頭アメリカにおいて，技師テ
イラ-(Taylor, Frederick Winslow)を中心に開発され，展開されたもの
(1) 
であるが，それは， ドイツに直ちに知られた。当時ドイツにおいてテイラー
C,1) テイラーのことがとにかくドイツに知られるようになったのは，とりわけ1900
年のパリ万国博覧会にペスレヘム製鋼会社 (TheBethlehem Steel Company) 
がテイラーの開発した高速度鋼 (Schnellstahl)を出品した時からといわれる。
テイラーの著 “ShopManagement" (1903年）などはいち早く知られた。 Bur-
chardt, Lothar Technischer Fortschritt und s_ozialer Wandel -Das Beispiel 
der Taylorismus-Rezeption-, in: Treue, Wilhelm (Hrsg.), Deutsche Tech-
nikgeschichte, ・ Gottingen 1977, S. 70. 
テイラーを中心に開発された一連の管理技術は， 精神革命 (mentalrevolu-
tion)という考え方の変化を含む多岐的なものであり，以下で述ぺるドイツヘの
導入過程では，テイラーリズムあるいはテイラー制とよぶべき場合があり，事実
当時のドイツでもテイラーシステム以外にテイラーリズムとよばれた場合がけっ
こうあるが， ここでは原則としてすべての場合についてテイラーシステムとい
う表現を用いた。なお， ドイツではテイラーシステム実施のことをテイラー化
(Taylorisierung)， あるいはテイラー化する (taylorisieren)などとよぶ場合
がある。たとえば， Stollberg,Gunner, Die Rationalisierungsdebatte 1908-
1933, Frankfurt a. M. /New York 1981, S. 3ふ 39.
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システムの導入をはかったのは，やはり主として技師・技術者であった。か
れらの多くは，文献を通じてテイラーシステムを知ったが，テイラーシステ
ム研究のためにアメリカを訪れるものもあった。
1910年代になると， アメリカからもアメリカ機械技師協会 (American
Society of Mechanical Engineers, ASME) 1911年度会長マイアー(Meier,
Edward Daniel)やガント (Gantt,Henry Lawrence)さらにはギルブレ
ス (Gilbreth,Frank B.）などが来独して直接指導にあたり， 本格的導入
が試みられた。 1913年には，テイラー制をめぐるドイツ最初のストライキが
起きたということもあって，国民経済学者や社会学者などでもテイラーシス
テムについて発言するものが現われ， 第1次大戦前夜の1913~14年ごろに
は，技師・技術者以外のものを含め，テイラーシステムについてかなり活発
な論議が行われた。
第1次大戦後テイラーシステムは，合理化運動のなかにおいて，たとえば
その時間研究などがいわゆる REFA(ReichsausschuB flir Arbeitszeiter-
mittlung. ドイツ労働時間研究委員会）方式として推進され，いわばドイツ
的なテイラーシステムとして確立され展開されたが，これには，今世紀初頭
からドイツで試みられてきたテイラーシステム導入の歴史が，いうまでもな
く大きく作用している。本稿は，その導入の過程について若干の考察を試み
るものである。
Il 技師たちによるテイラーシステム導入の試み
ドイツは， 1860年ごろに産業革命を終了し， 1871年の普仏戦争の勝利およ
ぴドイツ帝国の成立によって，世界一流資本主義国へ発展する端緒をつかん
だ。普仏戦争勝利による50億フランの賠償金などによってドイツ経済は好況
を呈し，企業は発展した。すでに当時，エッセンのクルップ工場は1万人の
(2) 
従業員を数えた。その後ドイツ経済は， 1895年まで全体としては比較的低水
(2) Kocka, Jirgen, Industrielles Management: Konzeptionen und Modelle 
in Deutschland vor 1914, Vierteljahrschrift fur Sozial-und Wirtscha-
ftsgeschichte, 56. Band, 1969, S. 344. 
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準の発展で推移するが，経済の工業化，大規模経営化は大きく進展し， 1890
年代には石炭，鉄鋼業の重工業部門で強力な独占休が形成され，独占資本主
(3) 
義・帝国主義段階への移行が，基本的には完了した。
こうして生まれた独占的大規模経営は，工業経営に質的に新しい発展段階
と組織形態をもたらし，管理が重要な問題として登場する。大規模経営の管
理は，直接的には職長などの職員労働者によって担当されるために，当時ド
(4) 
イツでは，職員に対する管理が強められたが，生産過程・職場組織の管理の
技術的方法などについては，アメリカから学ぶ動きがあった。たとえば電機
メーカ-, ジーメンス社では， 工作機械を主としてアメリカから購入して
(5) 
いたこともあって， すでに 1870年代にこうした動きがみられるが， ドイツ
の企業で早くからテイラーシステムを実施したことで有名なロェーウェ社
(Ludwig Loewe u. Co. AG.)は， 1897年アメリカ人リビー (Libby)を
上級技師 (Oberingenieur)として採用し，職場組織や臓場管理の改善にあ
たらせている。
(6) 
リビーは，当時ドイツで一般的であった出来高給制を廃止し，技術部によ
って作業時間が設定され監視される時間給制を導入したが，これは失敗で，
1年間に出来高が20彩以上低下した。ちなみに，このリビーのもとで助手を
つとめたのがシュレジンガー (Schlesinger,Georg)で， かれは後にイギ
リスのローワン会社 (David-Rowanand Co.)に派遣され， ローワン割増
給制を研究して帰国し，同制度をロェーウェ社で実施したが，これも労働者
(3) Kuczynski, Jiirgen. Die Bewegung der de叫schenWirtschaft von 1800 
bis 1946, 2. Auflage, Meisenheim am Gian 1948. 高橋正雄・中内通明訳
「ドイツ経済史」有斐閣；-1954年， 123~125ペー ジ。
(4) この点については，大橋昭一「第二次大戦前ドイツのホワイトカラー労働の動
向」，笹川儀三郎・石田和夫編「現代企業のホワイトカラー労働」下巻， 第七章
，ー大月書店， 1984年，とくに157~159ペー ジをみられたい。
(5) Kocka, Jiirgen, Unternehmensverwaltung und Angestelltenschaft am 
Beispiel Siemens 1847-1914, Stuttgart 1969, S.124. 
(6) Bernhard, Ludwig, Die Akkordarbeit in Deutschland, Leipzig 1903, S. V: 
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(7) 
の反対にあい結局失敗している。その後シュレジンガーは， 1904年シャルロ
ッテンブルクの工科大学教授となり， ドイツにおけるテイラーシステムの最
も熱心な推進者として活踵し， ドイツのテイラー (deutscherTaylor)と
(8) 
よばれた。
後進国アメリカの強さをヨーロッパの人ぴとにとりわけ印象づけたのは，
1898年アメリカ・スペイン戦争でアメリカが勝利したことであった。これを
契機にアメリカの経済事情・技術事情はとくに注目をあびるようになった
が， ドイツの場合，さらに次のような事情があった。
当時ドイツは，イギリス，フランスの先進資本主義国を追い越しつつあっ
たが，アメリカはドイツよりも急速に発展しつつあり，このためドイツでは，
アメリカが当面の競争相手として意識されるようになった。こうしたアメリ
力に対する関心の変化は，技師・技術者にも強くみられたところで， ドイツ
における技師・技術者の代表的団休， ドイツ技師協会 (VereinDeutscher 
lngenieure) では， その機関詰 “Zeitschriftdes Vereins Deutscher 
lngenieure"において， 1897年まで外国事情としてアメリカに対しては他
の先進国ほどの関心と重要性を示さなかったが， 1897年以後はアメリカの技
(9) 
術事情に関連した報告などがしばしば行われるようになった。
アメリカに対抗するためには，とにかくアメリカを知るべしという声は，
1900~1902年ドイツ経済が不況に襲われるや， ドイツで一段と高くなった。
その声は，文献などでアメリカの技術事情を知ることの多かった技師・技術
者のなかでとくに強く，アメリカとドイツの技術ギャップを指摘する声もあ
った。そこでドイツ技師協会では，アメリカ工業の実態を知るべく， 1902年
10月から 1903年4月にかけて技師メーラー (Moller,Paul)をアメリカに
派遣した。メーラーは主にアメリカの機械工業を視察，研究して帰国し，そ
(7) Stollberg, a. a. 0., S. 37. 
{ 8) Trieba, Volker/Mentrup, Ulrich, Entwicklung der Arheits孤ssenschaft
切 Deutschland,Milnchen 1983, S. 79. 
(9) Kocka, Industrielles Management, a. a. 0., S. 358. 
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の一部を1903年7月1日ドイツ技師協会第44回大会で報告するとともに，報
(10) 
告記をドイツ技師協会の前記の機関誌に21回にわたって掲載した。
メーラーの報告記は，アメリカ機械工業における工作機械や治・エ具の特
徴や状況からはじまって，賃金制度や伝票制度などの管理技術，アメリカに
おける株式会社制度の紹介と検討におよぶ多岐なものであった。経営管理・
作業組織に関してかれは，アメリカの優越点が，結局，作業時間節約的な職
場の諸制度，労働者の高い作業能力，大規模株式会社による経済的利点など
にあるとして，今後ドイツ企業においては，製品や部品の標準化 (standar-
disieren)，規格化 (normalisieren)，統一化 (vereinheitlichen) をはかる
こと，適当な賃金制度によって労働者を剌激し，労働者の作業能力を高める
こと，大規模株式会社は大量生産を前提としてのみ可能であるから，要する
(11) 
に大量生産の実現を考えるべきことなどを提唱した。
メーラーの報告は，アメリカの技術事情についての詳細なものであったこ
ともあって，大きなセンセーションをよび起こした。それは，技師の間では
(12) 
“アメリカの脅威”(amerikanischeGefahr) として語られ，一種のアメリ
カ恐怖症 (Amerika-Syndrom)的現象を生んだ。アメリカの技術や制度を
(13) 
一面的にもてはやすものもあれば，けなすものもあった。メーラーの報告記
が単行本として刊行されたのを機に同書の書評を書いたシュレジンガーは，
これによって世界市場における脅威ある相手の武器を知ることができたと書
(10) M6ller, Paul, Eine Studienreise in den Vereinigten Staaten von Ame-
rika, Zeitschrift des Vereins Deutsc知 lngenieure,Band 47, 1903, S. 
972ff., 1008ff., 1CY/6f., 1129ff., 1177ff., 1216ff., 1401ff., 1449ff., 1524ff., 1552 
f., 1594ff., 1653ff., 1778ff., 1869ff.; Band 48, 1904, S. 84ff., 185ff., 52f,., 
5切f.,653ff., 848ff., 934ff. 
(11) M6ller, a. a. 0. Band• 47, 1903, S.1014. 
(12) Kocka, a. a. 0., S. 348. Trieba/Mentrup, a. a. 0., S. 79. 
(13) Homburg, Heidrum, Anfiinge des Taylorsystems in Deutschland vor dem 
Ersten Weltkrieg, Geschichte und Gesellschaft, 4. Jg., 1釘8,S.173~174. 
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ところで，当時におけるアメリカ式管理方法のドイツヘの導入は，ホムブ
(15) 
Jレク (Homburg,Heidrum)によると， 2つの時期に分けられる。 1902~
1908年の段階と1908年以後の段階とである。第1の段階は， ロェーウェ社に
おける前記のリビーやシュレジンガーの試みからもわかるように，当時ドイ
ツで一般的であった出来高給制をやめ，ハルシー割増給制やローワン割増給
制あるいはテイラーの異率出来高給制といった割増給制を導入するところに
重点があった。メーラーの報告でも，賃金制度に関しては，アメリカにおい
てハルシー割増給制などが普及している点に重点があり，賃率切下げと組織
的怠業の防止の観点からも，割増給制の導入がすすめられた。
もともと出来高給制に対しては， ドイツを含む多くの国の労働組合運動指
導者や社会主義運動家の間で反対の声が強く， たとえば1891年のいわゆる
「第2インターナショナル」第2回大会（於ブリュッセル）では，出来高給
(16) 
制反対の決議がなされている。しかしこの決議は満場一致のものではなく，
出来高給反対はすべての労働者，労働組合においてそれほど強いものでも，
(17) 
共通のものでもなかった。ドイツでも，労働組合指導者などは別として，一
般の労働者は，出来高給制において，出来高賃率が職長などによって恣意的
に扱われることに反対し，出来高給制の規制(Regelungder Akkordarbeit) 
を求める声は強かったが，出来高給制そのものには必ずしも否定的ではなか
(14) Schlesinger, Georg,_ Biicherschau: Aus der amerikanischen Werkstatt-
praxis. Bericht iiber eine Studienreise in den Vereinigten Staaten von 
Amerika von Paul Moller, ~eitschrift des Vereins Deutscher Ingenieure, 
Band 48, 1904, S. 1543. 
(15) Homburg, a. a. 0., S.174~176. 
(16) Verhandlungen und Beschliisse des Internationalen Arbeiter=Kongresses 
zu Briissel, in : KongrejJ-Protokolle der Zweiten Internationale, Band I, 
unveriinderter Nachdruck der Ausgabe Paris 1889-Amsterdam 1904, Glas-
hiitten im Taunus 1975, S. 31~32. 
(17) Bernhard, a. a. 0., S. 61. 
(18) 
った。
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それ故，当時の技師たちによる割増給制導入の試みには，こうした出来高
給制の規制を求める一般労働者の要求に応える面があったが，割増給制導入
に対しては， 出来高給制反対の立場からとくに労働組合指導者が激しく反
対したこともあって， 割増給制導入の試みは多くが成功しなかった。 テイ
ラーの異率出来高給制についても， 有名な修正主義論者ベルンシュクイン
(Bernstein, Eduard)が1902年新しい割増給制の 1つとして紹介するとこ
(19) 
ろがあり， 1903年ベルンハルト (Bernhard,Ludwig)により出来高給制の
s20) 
弊害克服の有力な 1方法として取り上げられたか， 結局ドイツでは， それ
(21) 
も，他の割増給制と同様，あまり注目されなかった。
ドイツにおいてテイラーシステムがとにかく本格的に注目されたのは，
1907~1908年の不況の後であり， ホムプルクのいう第2段階においてであ
る。テイラーシステムが単に割増給の1形態としてではなく，全体として取
り上げられ，その技術的組織的側面が改めて注目された。テイラーの主著の
ドイツ語版が刊行されたのもこの時期で，1903年の著 “ShopManagement" 
は1909年に， 1911年の著 “Princip[esof Scientific Management’'は
1913年にドイツ語版が刊行された。
これに照応して，当時若干の企業においてテイラーシステムが導入されて
(18) たとえばドイツ金属産業労働組合（DeutscherMetallarbeiter-Verband, 
DMV)も1891年出来高給廃止の要求を規約に採択したが，組合員の大きな共鳴
がえられず，結局1901年には規約を修正して，出来高給廃止要求を出来高給制規
制要求に変更している。 Stollberg,a. a. 0., S.111~112. Bernhard, a. a. 0., 
S. VI, 136. 
(19) Bernstein, Eduard, Einige Reformversuche im Lohnsystem, Archiv f,加
soziale Gesetzgebung und Statistik, 17. Band, 1902, S.315. Vgl. derselbe, 
Das Priimienlohnsystem und die Arbeiter, Sozialistische Monatshefte, 1902, 
s. 915ff. 
(20) Bernhard, a. a. 0., S.150~152. 
(21) Homburg, a. a. 0., S.175. Stollberg, a. a. 0., S. 52. 
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(22) 
いるが， 1910年当時のクルップ社の場合をここでは紹介しておきたい。同社
では，テイラーのいう企画部に相当する計算部 (Kalkulationsbiiro)が設け
られ，そこであらかじめ機械の操作方法や作業時間を調査し， 最適な時間
や方法を決めておく。 1つの作業についてオーダーがあると， その作業を
分解して個々の作業プロセスの順序や時間が決められ， それに非生産時間
(unproduktive Zeit)を評価 (schiitzen)してつけ加え，総時間および出
来高賃率が決定された。出来高賃率は，旧来職長で決めていたのを，計算部
で決めるようになったのである。
それまでは，出来高賃率が職場で職長によって決められていたこともあっ
て，たとえば職場の全作業者の賃金額に大きな差がでないよう，作業者の間
で出来高のやりとり (Sch~eben der Akkorde)が行われたりしていた。標
準的な賃金額を超過するほどの作業をすると，職長や同僚から今後はしない
よう注意されたり，出来高を減らされたりしたのである。アメリカの組織的
怠業に類似のことがなされていたわけである。したがって同社では，出来高
賃率を計算部で決定するとともに，個人出来高票 (Einzelakkordzettel)を
設け，・正確な出来高を個人別に計算するようにした。このような措置によ
り，出来高賃率は25％下がったが，労働者の賃金収入は減少することがなく
したがって権限を奪われた職長の反対はあったが，労働者のテイラーシステ
ム反対はなかったという。
クルップ社における以上の経過にたってゼルクーは，割増給制などによっ
てはこうした成果をえられることはできないのであり，それは出来高賃率を
計算部で決定し，出来高を個人別に計算することによってのみえられたもの
．であると述べ，テイラーシステムは， ドイツでも，労働者の反対なしに成功
裏に適用されることができると，主張した。
(22) 以下クルップ社の状況については． Selter,Friedrich, -Ober einen Versuch 
mit dem Taylor-Kalkulation蕊ystemin Deutschland, Werkstattstechnik, 4. 
Jg., 1910, S.129~141による。ゼルクーはここでは対象企業を匿名にしている
が，シュトー ルペルクによると， それはクルップ社である。 Stollberg,a. a. 0., 
S.38. 
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l[ ボッシュ社のテイラーシステムをめぐる労資紛争
ドイツにおけるテイラーシステムの導入についてゼルクーは1910年このよ
うに楽観的な見通しを述べているが，テイラーシステムの導入は一般にはそ
れほどスムーズにはすすまなかった。たとえば，クルップ社などと並んでテ
イラーシステム導入に積極的であったポッシュ社 (FirmaBosch)では，
1908年ごろからテイラーシステムの導入に関連して労資紛争が生じ，ストラ
ィキが起きている。テイラーシステムをめぐるドイツ最初のストライキであ
(23) 
った。
ボッシュ社は1886年創業でもともと精密機械・電機関連の工業企業であっ
たが， 1897~98年自動車用のマグネット点火器の成功で，自動車部品メーカ
ーヘの転身をはかり， 1901年には完全に自動車工業の一員となっていた。こ
れに照応して同社は， 1904年ごろからアメリカの工場組織・職場組織に目を
向け， 1908年出来高部 (Akkordbiiro)を設置し， 1909年には個人別出来高
給制を行うなど， テイラーシステムに基づく改革を着々と実施してきた。
1913年春には，同社の商事担当重役ポルスト (Borst,Hugo)がアメリカ旅
行の途次テイラーを訪れている。
ところで同社は，もともと労資協調的気運の強いところであった。同社で
は，自由労働組合に属するドイツ金属産業労働組合を会社側が労働者従業員
代表の交渉相手として認めていたこともあって，同社労働者の金属産業労働
組合への加入率は85~95彩に達しており，すでに1906年，出来高賃率の設定
と変更に関して初歩的な労資交渉・参加機構が設けられていた。その後1910
年ごろまでには，同機構は作業組織における変更を対象にするまで拡大され
ているが， •1910年以後においても，出来高賃率は作業前に労働者に書面で呈
示されねばならず，出来高賃率の設定については労働者・労働組合の共同決
定 (Mitbestimmung)，賃率変更や解雇については労働組合の関与(Mitwir-
(23) 以下ポッシュ社のテイラーシステムをめぐる労資紛争については， Homburg, 
a. a. 0., S. 180ff．による。
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kung)の権利が認められていた。
ところが1908年， テイラーシステム導入の一礫として出来高部が設置さ
れ，旧来の労働方法の変更が強行されると， 労働者の不満や不安が高まっ
た。それが最初ひとつの頂点に達したのは， 1910年秋，新しく試験室長とな
った技師のノルツ（Norz)が作業組織を変更し， 特別な根拠もなしに16人
の労働者を解雇した時である。この時はしかし，金属産業労働組合と会社側
との交渉により， 16人の労働者が再雇用される一方， ノルツが他の職に配置
変えされることで，公然たる闘争にはいたらなかった。
しかしこれは，会社側がテイラーシステムの導入に関連して，作業条件や
賃率決定の自由を確保しようとしたことの現われであった。動作研究や時間
研究によってそれを“科学的に”しようと会社側は企図したのであって，そ
れによって同社における労働者・労働組合の関与・共同決定・参加は，排除
されるべき邪魔物と化したのである。 1908~10年の動きはその前哨戦たるも
のであって，会社側の譲歩でとりあえず治まった。
しかし同社は， 1912年末から1913年初頭にかけて売上不振に襲われ，その
打開策の1つとしてテイラーシステム導入が強められた。いまや，労働者・
労働組合の参加をなくし，同社における金属産業労働組合の影響力を排除す
ることが必須の課題となった。そこで同社は旧来の路線を変更し，労働者・
労働組合と争いを辞さぬ方向をとった。たとえば1913月1月，会社側が労働
者を専断的に解雇したり賃率変更を行なったことに，労働組合が抗議を行っ
たのに対して，会社側は 1月29日，金属産業労働組合とのそれまでの協定を
破棄することをもって応えている。
会社側の提案した新協定では，労働者・労働組合のそれまでの共同決定・
関与の権利がなくなっているばかりか，金属産業労働組合は従業員代表とし
てもはや認められなくなった。これに対して労働者・労働組合は異議を唱え
たが，結局2月3日労働組合側が会社側主張を受け入れることで合意に達し
た。これで労働者・労働組合側はいわば内堀までも埋められたのである。
会社側は売上不振を理由に，その後も賃率規制を強め，労働組合役員たる
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従業員をねらって解雇を行ったりした。これに対して労働組合は， 5月26～
27日対策を協議したが，この不況の時期においてストライキを行うのは効果
がなく得策でないという理由で，ストライキは否決された。しかし労働者の
不満は遂に5月31日， 2人のエ具製造工が解雇されたのを契機に爆発した。
この解雇に対して同部門の委員で同社の労働者委員会議長が解薦の撤回を申
し入れたのに対して，撤回を拒否されたばかりか，この議長自身も解雇を申
し渡されたのである。エ具部門労働者は5月31日，組合の承駆のないままに
ストライキに入った。翌6月1日会社側が研磨工たちにエ具製造工の作業を
するよう命じるや， かれらも工具部門労働者と連帯してストライキに入っ
た。 1時間後に会社側は全従業員に無期限のロックアウトを宣言した。
会社側のロックアウトは7月16日までつづいたが，それ以前7月12日に会
社側は工場再開を告知し， 就労希望者は書面で会社に通知するよう通告し
た。このような形で，労働条件について会社側と労働組合側とが事前に協議
することなしに操業を開始するのは，労働者・労働組合側の無条件の屈伏を
意味するものであった。さすが労働組合もこれには立ち上がらずをえず， 7 
月14日から労働組合としてス・トライキに入った。
しかしストライキは， 7月26日労働組合側の敗北で終わった。操業の再開
は全く会社側の意向のままに行われた。会社側は当然ながら，ストライキ従
事労働者の再雇用には完全に裁量の自由をもつことを宣言し，会社側の気に
いらない労働組合員従業員を排除した。もともとストライキの終結にあたっ
て，前述のように労働条件などについて会社側と労働組合側とが事前に協議
することになっていた力：，争議終結の仲介は，．会社側の要請でウュルテンペ
ルク金属工業家連盟 (VerbandWiirttembergischer Metallindustrieller) 
が行った。同連盟の規約によると， 「雇用者と連盟部外者との交渉は，それ
が工場の状態に関するものである限り，取り扱われない」となっていたにも
かかわらずである。それだけにこのことは，会社側が労働組合すなわち金属
産業労働組合と交渉をもつ用意のないことを断固として示したものであり，
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(24) 
従業員側で金属工業家連盟の交渉相手となったのは工場委員会であった。
争議の大体の経過は以上のごとくであった。労働者・労働組合側はこの争
議をとくに1913年初頭におけるテイラーシステムの本格的導入によるものと
し，すでに殺人的となっていた作業テンボがテイラーシステムによりさらに
高まることに反対という主張をもっていた。しかし労働者も労働組合も，テ
イラーシステムの導入や技術的進歩・合理化の措置の実行そのものには反対
ではなく，それが労働者の犠牲で行われることには反対というものであっ
た。それ故ストライキは，会社側が労働者・労働組合と協議なしに，一方的
に労働条件を変更したり，解雇を行うという状況でおきている。
しかし会社側のねらいは， まさにこの点にあった。会社側は何よりもま
ず，労働者とりわけ労働組合の関与・影響を排除しようとしたのであり，テ
イラーのいう‘‘科学”にもとづいて管理する自由を，会社側に確保しようと
したのである。争われたのは，単なる技術進歩，合理化の進展やテイラーシ
ステムの導入そのものではなくて，労働者・労働組合の参加のいかんであっ
(25) 
た。
VI 1913年ドイツ技師協会大会
1913年は，ボッシュ社において以上のような労資紛争がある一方，テイラ
ーの “Pr切ciplesof Scientific Manageme俎”のドイツ語版が刊行され
た年であり，かつその年のドイツ技師協会大会がテイラーシステムをテーマ
に開催された年でもあった。この大会には，アメリカ機械技師協会1903年度
会長であり，テイラーシステムの熱心な推進者であった，アメリカのリンク
・ベルト会社(TheLink-Belt Engineering Company)の会長ドッジ (Do-
dge, James Mapes)をはじめ， アメリカ機械技師協会1911年度会長マイ
アーやガントらが招かれて出席し， ドッジなどが講演を行っているが， ドッ
(24) この争議により，金属産業労働組合は2,700名の組合員減少を被り，ストライ
キによる損害は70万マルクであったといわれる。 Homburg,a. a. 0., S.191. 
(25) Stollberg, a. a. 0., S.117. 
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ジにつづいて， ドイツのテイラーといわれたシュレジンガーが報告を行い，
この大会は，テイラーシステムの本格的導入を企図して開催されたものであ
った。こうしたこともあって，当時多くの人がテイラーシステムについて発
言l,(:G)1913~14年はテイラーシステム導入のうえで画期的な時期であった。
(27) 
ドッジはその講演で，まず冒頭においてアメリカではテイラーシステムに
より生産が3倍となり，賃金は73形上昇したが，製品売価は25%下げられた
例を紹介した後テイラーシステムは労働者の賃金を減らすどころか増やす
とともに，企業の利潤を増大させるものであり，利潤は一般経済事情などに
より変化するものであるが， 「科学的管理は， 世界やその国の経済情勢のい
かんを問わず，すべての時期において利潤を増加させる•…..」とセンセーシ
ョナルに述べた。
いま 1点かれが述べたのは，科学的管理が生産増大をはかることによって
労資双方の取り分を大にし， 労資双方の共栄をはかるものであって， 科学
的管理は労資双方が相互に助け合うものと考え方の変化 (Anderungder 
Geistesrichtung)をすることが要諦である，ということであった。かれは，
時間研究や動作研究などにとくに言及しないと断ったうえではあるが，これ
らの個別的問題は重要ではあるとしても，テイラーシステムにとって必須の
ものではないとして，その講演の大半を精神革命にあてたのであった。
(28) 
注目されるのは，シュレジンガーの報告である。かれはテイラーの研究を
実験心理学者クレペリン，（Kraepelin,Emil)やミュンスターベルク (Miin-
(29) 
sterberg, Hugo)の研究などに関連させてくわしく述べた後，テイラーは，
(26) Kocka, a. a. 0., S. 359. 
(27) Dodge, James Mapes, fodustrielle Betriebsfiihrung, Technik und Wirt-
scha/t, 6. Jg., 1913, S. 501~507. 
(28) Schlesinger, Georg, Betriebsfiihrung und Betriebswissenschaft, Technik 
und Wirtscha/t, 6. Jg., 1913, S. 525~547. 
(29) 最近においてもヒンリヒス／ペーターは， クレペリンやミュンスクーペルクの
研究が，テイラーのそれと一致するものであると述べ，作業時間の分解・分析，
課業 (Pensum)の考えは，すでに1894年クレペリンによって提示されているが，
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テイラーシステムの根幹である雇用者と被用者の調和的協力について，満足
のいく解決案を見出したとしているが，多くの労働者や労働組合の反対から
いっても，最終的判断はまだなされえないとした。
ここには，ポッシュ社における紛争などが明らかに念頭にあったと思われ
るが，しかしシュレジンガーはただちに，こうしたことは一時的混乱であ
り，ちょうど機械導入の際に起きたそれと似たようなものであって，機械導
入により一時的に失職したりするものがいて反対が起きたりしても，全体的
観点からすればそれは一時的なものであって，テイラーシステムに対する反
対，混乱もこれと同じようなものであるとした。
つづいてかれは，労働者側のテイラーシステムに対する苦情，反対を 3点
にわたってあげ，それぞれに反論している。第1は，テイラーシステムの導
入によって賃金は確かに増加するが，しかし生産増加に比例していないとい
ぅ，労働者たちの苦情である。これに対してシュレジンガーは，生産増加は
労働者の努力だけではなく，機械や道具の改善などに資本を投下したり管理
者を増加したために可能となったものであるから，能率向上による生産増加
分すぺてを労働者に与えよというのは，誤った主張であるとしている。
第2は，時間測定に時計を使うことは労働者の人間としての尊厳を傷つけ
るものだという苦情である。これに対してシュピジンガーは，同じ労働者が
スボーツなどでは秒単位の記録を行い，しかも記録を競い合っている。時間
研究も人問動作について基本的に同じことをしており，ストップウオッチに
よる測定はなんら人間の尊厳を傷つけるものではない。しかも労働者の労働
は遊ぴなどではなく，経済的価値あるものであるから，労働の非合理的使用
は罪悪でさえある。作業指図票にしても，最善の作業方法を教えられること
により，さらにすぐれた作業方法を知ることになるものである，と述べた。
ただクレペリンの主張は理論界にとどまり実際界との接触に欠けていたと，述べ
ている。 Hinrichs, Peter/Peter, Lothar, Industrieller Friede?んbeits-
wissensc加iftund Rationalisierung in der W eimarer Republik, Koln 1976, 
S.38"'44. 
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第3は，テイラーシステムにより過度に力と注意力を用いさせられること
になり，健康を害するという苦情である。これに対してシュレジンガーは，
テイラーシステムは本来その反対のものであって，不必要な労働を除去し，
労働者の疲労を増やすことなしに作業量を高めるものであって，そうでなけ
れば科学的管理に値しないと述べている。
シュレジンガーによる以上のテイラージステム擁護論には，すでに当時の
＇ドイツの事情が，無意識的な形にしろ，影署を与えていることを十分看取す
ることができるが，かれ＇はさらに 1歩踏み込み，テイラーシステムを当時の
ドイツの事情にあわせて一部修正しようと試みる。それは次の3点において
である。
まず第1にかれは， ドイツでは労働者の賃金収入が他国にくらべて高額で
•あるため，労働者が賃金増額など金銭的なものによって刺激されるところが
少ないから，科学的管理においてはどのような賃金制度をとるかは重要な問
題でないという。それ故「われわれドイツにとっては，本来の経営科学は作
業分解，時間研究，規格化，休系化および労働者の新しい労働様式への訓練
と適応の行われるところで，終了する。それによって実質的部分は終わるの
であり……賃金支払方法など個人的部分は任意の方法で行っていいものであ
(30) 
る」と述べている。
当時ドイツにおいて労働賃金が他国にくらべて高かったかどうかは別とし＇
て，これはテイラーシステムがドイツではまず割増給制度の1つとして登場
し，テイラーシステムのなかでもとくに異率出来高給制について労働組合の
反対が強かった事情が背景にある。労働組合はこの賃金制度を資本主義の最
(31) 
大の悪魔 (krassesteAusgeburt des Kapitalismus) よーんでいた。
シュレジンガーとしては異率出来高給制をテイラーシステムの不可欠の一環
(30) Schlesinger, a. a. 0., S. 545. 
(31) Herrmann, Arthur, Wie stellen sick die d叫 sch訊 Gewerkschaften加 m
Taylorsystem ? Anklam 1920, S. 24. 
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(32) 
として主張することに躊躇せざるをえなかったのであろう。
第2は，かれが人間と機械とは異なる点を強調して，作業時間をストップ
ウオッチで測定してもいいが，それを人間にあてはめる場合には慎重でなく
てはならないとする点である。というのは，かれによると，何よりもまず非
生産時間が人間の場合一定不変のものではないからであるが，当時ドイツで
は，たとえば前記のクルップ社の場合，テイラー制導入後も非生産時間は関
係技師の評価によることになっていたが，テイラー制導入に際して調査して
みると，それがかなりの量であることがわかり，作業時間が縮減されたとい
(33) 
われるから，テイラーシステム導入とともに作業時間がとにかく厳しいもの
となり，それが労働者によるテイラーシステム反対の大きな理由となったこ
とが，背景として考えられる。当時ドイツの労働組合は，テイラーシステム
に対して，それが労働者を怠け者として扱い，生きた機械と化すものだとい
(34) 
うことを，大きな批判点としていた。
第3は，シュレジンガーがテイラーシステムの導入は性急にされてはなら
(32) 討論の後の結語においてシュレジンガーは，再度賃金問題に言及し，賃金制度
は権力問題であり，労働組合はじめ諸組織の交渉の問題であるから，分離して別
領域の問題としなくてはならないが，いずれにしろ問題となるのは， ドイツに適
した賃金制度であって，アメリカの賃金制度ではないと，述べている。 Schlesin-
ger, Sehl叫wort,a. a. 0., S. 568. 
なお，テイラー自身も1912年のアメリカ合衆国議会特別委員会における証言で
は，その異率出来高給制が科学的管理法にとって比較的重要なものでないと後に
なって主張するようになったと述べているが (Taylor'sTestimony Before the 
Special House Committee, reprint in : Taylor, Frederick Winslow, Scien-
tific Managem紐 t,H~rper international student reprint, 1947, p. 6.上野・
陽一訳「科学的管理法特別委員会における供述」， 同訳編「テーラー・科学的管
理法」技報堂， 1957年， 316ページ），テイラーの言うところによれば，テイラー
システム実施にあたって，労働者への金銭的刺激を大きな誘因にしていたこと
は，否定しがたい。たとえば， Taylor,ibid., p. 264--265, 2糾～285.前掲訳編
書， 487~488,502ペー ジ。
(33) Selter, a. a. 0., S. 137. 
(34) Herrmann, a. a. 0., S.17~18. 
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ないと強調する点である。かれは，硯在の， たとえば非体系的な状態も良か
れ悪しかれ長い発展の結果であり，人びとは硯在の作業の良い面についても
悪い面についてもとにかく慣れているのであって，経営・工場の根本的改革
をもたらすような変化は，とにかく段階的に行われるべきだという。かれは
「人びとが，突然の変更の背後に利己主義的な動機があるものと疑念をもつ
(35) 
のは，当然であり正当である」と述ぺているが，ポッシュ社における紛争な
t36) 
どがこの点においても念頭にあったものと思われる。
つづいて行われた討論では， ドッジの講演とシュレジンガーの報告を補足
あるいは補強する意見とともに，いくつかの疑問点が提起された。たとえば
(37) 
マチョッス (Matslio.8,W.)は， ドッジの精神革命の主張に関連して，そ
れはキリスト教の生成を思わせるような主張であり，ー朝ータにはとてもで
きないものである。それよりもむしろ，労働者と雇用者の日々変わるといっ
ていい経済的思考こそ重視すべきであるとして，たとえば社会民主党の機関
誌 ‘‘DieNeue Ze'it"でメールフエルト（Meerfeld,J.）が労働者階級の
間でも経済主義的な考え方が強まり，プルジョア化の傾向にあると指摘して
(38) 
いることを引用している。
この討論において最も厳しくテイラーシステムを論難したのはロス (Ro.8,
(39) 
Colin)で，かれは，テイラージステムがドイツに知られて以来， 労働者・
労働組合開係者の反対は高まるばかりで， ドイツにテイラーシステムを導入
するのはきわめて困難であるとしたうえで，まず，テイラーシステムの基礎
(35) Schlesinger, BetriebsfUhrung und Betriebswissnschaft, a. a. 0., S. 546. 
(36) テイラーシステムを労資（使）の精神革命なしに性急に実施することは失敗
のもとで避けるべきことは， テイラーの強調するところであったが（たとえば
Taylor, ibid., p. 252~253. 前掲訳書， 478~479ページ），シュレジンガーは旧
来の慣習，すなわちドイツの事情との調和的導入を強調するのである。
(37) Matscho.13, W., in・: Technik und Wirtschaft, 6. Jg., 1913, S. 547~552. 
(38) Meerfeld, J., Nachdenkliche ・ Betrachtungen, Die Neue Zeit, 31. Jg., 2. 
Band, 1913, S. 398. 
(39) Ro.13，Colin, in: Technik und Wirtschaft, 6. Jg., 1913, S. 552~554. 
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になっている根拠は，その％が確固たるものではないと批判した。
テイラーやドッジの強調する精神革命についてもかれは，それによってこ
れまでの純粋な功利主義的な労資関係が協調的関係に変わることには，客観
的根拠がないと主張し，さらに不況時においてもテイラーシステムによって
労働者に高賃金が支払われる保証がない，と述べた。
テイラーシステム導入については労働者や労働組合の合意が不可欠であ
り，それがドイツで可能であろうかということは，さらにケェスクー (Kos-
(40) （41) 
ter, E. W.）も強く表明している。 さらにハリング (Haring)は， アメリ
力と異なってドイツでは，広大な販売市場が欠除しているなどテイラーシス
テム導入を困難とする条件がいくつかあると述べ，その1つに，アメリカと
異なってドイツでは社会民主党がきわめて大きな政治的影響力をもつことを
あげている。
討論でこのように， ドイツでテイラーシステムを導入するについては，結
局，労働者，労働組合との関連が大きな問題であることを多くの論者が述べ
たのに対して，討論の結語においてシュレジンガーは，それ故にこそテイラ
ーシステムは労働者との協調・合ーに努力するものであることを再度強調し
(42) 
ている。いずれにしろ，こうしたことは，ポッシュ社にみられるように，テ
イラーシステム導入に関連して労働者，労働組合が時としてかなり激しい反
対運動を行ったことの反映であって，シュレジンガーの試みは，このような
反対に対応しようとするものであった。それは，テイラーシステムのいわば
ドイツ的修正の第1歩であったが，何よりも労働者側の反対からよぎなくさ
（位）
れたものであった。
(40) Kllster E.W., in : Tech叫血dWirtschaft, 6. Jg., 1913, S. 559~560. 
(41) Haring, in: Technik加 dWirtschaft, 6. Jg., 1913, S．邸4~567.
(42) Schlesinger, a. a. 0., S. 568. 
(43) 当時ドイツにおいて，小さいながら企業者側からのテイラーシステムに対する
苦情もあった。それはシュレジンガーによると，次の2点についてであった。す
なわち，導入費用が高いことと，導入・実施のための人員を多く要することであ
ったが，これに対しシュレジンガーは，導入・実施により単位当りの総コストは
ドイツにおけるテイラーシステムの導入過程（大橋） （359)19 
しかし，当時のドイツの労働者，労働組合はテイラーシステムそのものに
対して絶対的に否定的な態度をとっていたのでは必ずしもない。それは，ボ
ッシュ社の争議における労働者， 労働組合の態度にもみられるところであ
る。労働者，労働組合のテイラーシステムに対する態度を，次にまとめて考
察しておきたい。
（未完）
低廉になるから問題がないはずであるなどと答えている。 Schlesinger,a. a. 0., 
S.535~536. 
